町づくり・地域と環境教育

「市民の環境ガバナンスは地域づくりから
～登別市ネイチャーセンター・ふぉれすと鉱山の挑戦～」

　　宮本英樹（NPO法人ねおす）
１．市民による環境ガバナンスの一歩手前にある「行政との協働による環境ガバナンス」

２．環境教育はどこで行われるといいのか？

３．地域における環境教育の階層的な目標

４．市民による市民のための環境教育

５．利用者による環境ガバナンス

６．今、環境教育現場で大学・大学院に望むこと
市民による環境ガバナンスを達成するためには、市民の教育の場と市民と行政が話し合いながら協働する場（そのこと自体をトレーニングできる場）が必要であると考えています。

　登別市に今年度からオープンした登別市ネイチャーセンター「ふぉれすと鉱山」を事例にそういった場作りの意義とコツをお話したいと思います。

　市民が主体となって地域の環境問題を解決したり、必要とされる環境政策に誘導できるまで、市民が学習していくとすると、もちろんそういった学びの場の運営も市民が主体で運営し、行政を誘導することが大切だと考えます。「登別ふぉれすと鉱山」は完全なる行政施設でありながら、その運営は地域市民・行政・専門NPOの協働で運営を行っています。この協働作業自体が市民による環境ガバナンスへのとてもいいトレーニングになっています。

　また、運営側もビジターも講師も受講者も施設および周辺フィールドの「利用者」という意味ではフラット（並列な）関係性をもって運営がなされているのも特徴です。これは
「フィールド環境を管理していく主体はその地域を利用している人」という考えがあるからです。

　オープンして半年あまりで、ふぉれすと鉱山では多くの地域住民、研究者、教育専門化を巻き込みながら多様な教育の場が展開されています。その参加を促しているのが「隙間のある施設」、「少しづつ作り上げていく施設」といった場作りのコンセプトのよさにあるといわれています。

　また、事業を評価できるコーディネーターとそのコーディネーターの評価を受け入れる行政の姿勢もその成功のカギだと考えます。

　今後大学など高等教育の場ではこういった場をマネージングできるコーディネーターの育成も必要かと考えます。
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